
（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

団体名 業種名 事業名 施設名

稲敷市 水道事業 ― ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

○

経営戦略の収支計画のとおり，健全な事業運営を実施していき，有効であれば抜本的な改革についても前向きに検討していきたい。

・ ②抜本的な改革の方向性の検討を行ったものの、現行の体制が望ましいとの結論に至ったため

・

・

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

団体名 業種名 事業名 施設名

稲敷市 工業用水道事業 ― ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

○

小規模ではあるが経営は安定しているため，特には考えられない。

・ ⑤事業の規模が小さく、人員が少ない等の理由から抜本的な改革の検討に至らないため

・

・

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

経営戦略の収支計画のとおり，健全な事業運営を実施していき，有効であれば抜本的な改革についても前向きに検討していきたい。

・ ⑦その他

処理場維持管理業務委託（長期継続契約）等を仕様
書発注により民間に委託しており，経費の節減を図
れているため，現行の体制を維持している。

・

・

団体名 業種名 事業名 施設名

稲敷市 下水道事業 公共下水 ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

○

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

経営戦略の収支計画のとおり，健全な事業運営を実施していき，有効であれば抜本的な改革についても前向きに検討していきたい。

・ ⑦その他

処理場維持管理業務委託（長期継続契約）等を仕様
書発注により民間に委託しており，経費の節減を図
れているため，現行の体制を維持している。

・

・

団体名 業種名 事業名 施設名

稲敷市 下水道事業 特定環境下水 ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

○

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

経営戦略の収支計画のとおり，健全な事業運営を実施していき，有効であれば抜本的な改革についても前向きに検討していきたい。

・ ⑦その他

処理場維持管理業務委託（長期継続契約）等を仕様
書発注により民間に委託しており，経費の節減を図
れているため，現行の体制を維持している。

・

・

団体名 業種名 事業名 施設名

稲敷市 下水道事業 農業集落排水 ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

○

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性


